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１．はじめに 

 

地方中核都市においては、都心地区、郊外地区双方の

居住地において、居住者の高齢化と家屋の老朽化の進展、

良好な都市型居住の提供不足、農住混在の不調和な土地

利用の存在、等々、様々な問題を抱えているが、新規居

住者としての流入人口は以前かなりの規模で存在してい

る。本研究では、このような地方中核都市において、適

切な価格で質の高い住宅や住宅地を整備しつつ、新規居

住者の居住地に対する満足度をより向上させる居住形態

の明確化と、その居住地整備計画を目指したシステム論

的研究を行った。ここでは特に新規居住者の満足度向上

という視点から、合理性を考慮に入れた上で、居住希望

者の組合形成を通しての居住地整備を新規居住地開発の

一部に含んで検討した。また、居住地再開発も念頭に置

いた上で、居住世帯の居住環境評価意識を明確化し、居

住地整備計画に関する数理計画モデルの定式化を行い、

滋賀県大津市において実証的検討を行った。 

 

２．居住希望者による組合形成を通した居住地整備の有

用性に関する考察 

 

本研究では居住者が満足して住み続けられるために居

住者がより満足できる特色ある居住地、居住者が価格の

面でより満足できるような居住地の形成を目指して、居

住希望者による組合形成を組入れた居住地整備計画の策

定を行うことを検討している。 

 

（１）居住希望者による組合形成を通した居住地整備 

居住希望者による組合形成を通した居住地整備とは、

居住希望者が組合を結成し、協働して事業計画を進め、

土地の取得、建物の設計、工事発注、その他の業務を行

い、住宅を取得し、管理していく方式といえる。住宅供

給に際して、不特定多数の人々を対象とするのではなく、

「組合員」という限られた人々に住宅を供給するという

のが原則である。事業主体は組合員であり、自分たちの＊

住まいづくりを自分たちで力を合わせて行う自助活動で

あることが大きな特徴である。本研究では、居住地整備

に公共性を持たせることを目的としていることと、ある

程度の規模を有する居住地の整備を行うことを考えてい

る。よって、特に公的住宅供給に焦点をあて、居住希望

者が住宅供給公社や都市再生機構（旧都市基盤整備公団）

など、公的な主体のコーディネートのもとで組合を結成

し、協働して事業計画を進めていく方式について検討し

ている。コーディネーターが主導して進める方式は、入

居者自主建設の持つさまざまな問題点、「方向性が定ま

らない」「時間がかかる」「専門的なことへの対応が困

難」「合意形成が難しい」などを、コーディネーターが

サポートしながら進めることで事業を円滑かつ確実に進

めるものである。全体設計や価格帯などの企画フレーム

はコーディネーターがあらかじめ固めておき、ユーザー

は事業に「参加」する。コーディネーターが準備し、ユ

ーザーは参加し、理解し、選択し、決める。その両者の

スタンスで事業を進めていくのがコーディネーター主導

の企画型である。 

 

（２）居住希望者による組合形成を通した居住地整備

の有用性 

ここでは居住希望者による組合形成を通した居住地整

備の有用性を明確化する。本研究では、居住世帯のニー

ズへ対応し、居住者が満足して住み続けられる、定住性

の高い居住地の提供を目指している。そこで、従来の合

理的な居住地整備計画を考慮した上で、居住地の質をよ

*キーワーズ：地域計画、都市計画 

**正員、工博、立命館大学理工学部環境システム工学科 

   （滋賀県草津市野路東１丁目１番１号、 

    TEL077-561-2736、FAX077-561-2736） 

***正員、東日本電信電話株式会社 

   （滋賀県草津市野路東１丁目１番１号、 

    TEL03-5359-5111、FAX03-5359-1221） 

****学生員、立命館大学大学院理工学研究科 

   （滋賀県草津市野路東１丁目１番１号、 

    TEL077-561-2736、FAX077-561-2736） 



り高め、なおかつ価格の面で居住者がより満足すること

ができるような居住地を形成するために、組合形成によ

る居住地整備計画の策定を行うことを検討している。そ

の結果、居住者が満足して住み続けられると同時に、公

共的な視点からも質の高い居住地の形成を目指すこと

とする。 

このような居住地整備を通して、土地共同購入による

安価な住宅の提供、質を高めた住宅や住宅地の提供、開

発業者のリスク削減などをねらいとすることから、次の

ようなメリットが考えられる。 

ａ）土地共同購入による安価な住宅の提供 

 都市再生機構や住宅供給公社など、公的な立場を持っ

た主体のコーディネートのもと、居住希望者による組合

が事業主体となり、民間の仲介業者を介さずに、宅地造

成前の土地を共同購入する。行政による都市基盤整備や

宅地の造成後、建物を建設会社に発注するため、より安

価な形で住宅を購入することが可能となる。 

ｂ）質を高めた住宅や住宅地の提供 

 住宅や住宅地の質を高めれば居住世帯の満足度は高ま

るが、費用に関してはその分負担が掛かる。しかし、組

合形成を通した居住地整備の場合、土地共同購入によっ

て安価になるため、居住世帯にとってはその分質の高い

住宅や住宅地を購入しやすくなると考えられ、居住世帯

の満足度を高めることが可能となる。 

ｃ）開発業者のリスク削減 

組合形成を通した居住地整備の場合、居住地の整備や

住宅建設の前段階から居住世帯がほぼ確定することとな

るため、開発業者にとっては住宅の販売に対するリスク

が削減される。よって、開発業者にとっては事業への参

入がしやすくなる 

 

３．居住地整備計画モデルの定式化 

 

居住地整備計画の策定において各主体は①自治体：コ

スト抑制（予算制約）、都市の発展、人口の定住化、中

心市街地活性化、②再開発地区既存居住世帯：最低限の

同意水準確保（移転同意最低条件）、③新規流入居住世

帯：最低限の要求水準確保、④施工業者：最低利益確保

（利益追求）、等の条件・制約を持つ。これらを誘導・

調整する機能が必要であると考え、全ての主体がより高

いレベルで満足のいく計画案の策定を行うために、プラ

ンナー機能を導入することとした。プランナー機能の導

入を考えた居住地開発計画モデルの構築および実証的研

究は、居住地開発の計画検討機能の役割を果たす有効な

シミュレーションツールとなると考えており、以後、プ

ランナー機能の導入を考慮した各計画関連主体関係（図

－１）に沿って定式化を行うこととする。 

 

 

図－１ 本研究における各計画関連主体間関係 

また、機能計画・施設整備計画レベルの先取り的検討

を行う構想計画段階として必要機能・導入機能の検討、

明確化を行うために機能の種類・水準を設定しなければ

ならない。以上より、計画支援情報を入手するツールと

して居住地整備計画モデルの定式化を行った。本研究の

モデル分析フローを図－２に示す。 

 

 

図－２ 居住地整備計画モデルによる分析フロー 
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 （１）居住地移転行動を予測するための判別関数の定

式化 

 本研究では居住地再開発事業を取り上げており、自治

体と居住者の間で居住地移転交渉が行われる。事業の従

前・従後で居住環境が変化するため、計画内容について

居住者の合意を得ることが事業開始の大前提であり、自

治体が提示する開発施策によって、居住者が満足するか、

再開発地区既存居住世帯がどのように行動（残留・移転・

転出）するかを予測できれば、自治体の計画策定におい

て有意義な計画支援情報になると考える。 

本研究においてはアンケート調査の中で居住地移転

を迫られたときに残留・移転・転出のいずれの行動を選

択するのか、居住環境評価項目の中で何を重視するのか

その考慮の度合いを質問している。また、それと同時に

移転先に最低限求める居住環境（居住水準）の具体的内

容も質問している。そして、各居住環境評価項目の説明

変数として考慮の度合いと最低要求水準用いた合成変数

を用いてそれぞれの居住者が採る行動を①再開発地区に

残留、②市内（地域内の郊外地区等）への移転、③他地

域（地域外）への転出、の３グループを設定し、判別分

析を行うこととしている。 

このような考えのもと、開発内容によって可変な居住

環境水準を盛り込んだ判別関数を構築することによって、

各開発地区（再開発および新規開発）にどのような居住

環境水準が整備されると、最も定住化を促進されるか、

あるいは居住地移転交渉においてよりスムーズに合意形

成を図れるかというようなことを勘案した計画内容の提

示が可能になる。 

 

 （２）居住環境評価尺度としての効用関数の定式化 

 居住世帯が居住地選択を迫られたとき、移転先の居住

環境は数多くの要因によって総合評価される。そこで、

本研究では各種開発内容に対する評価を定量的に表現す

るために、非線形型による効用関数を以下のように定式

化した。 

 

 （３）居住地整備計画モデルの定式化 

居住地整備計画を進めるにあたって、各計画関連主体

の目的に応じた開発内容の規制・要望を盛り込む必要が

あると考える。計画評価問題に関する考察を踏まえて、

本研究では居住地整備計画モデルの定式化において以下

のようなことを配慮した。 

○自治体の開発目的にかなう形で居住環境の水準等を盛

り込み、各計画関連主体の要望・目的に答えるべく、整

備計画内容をできるだけ満足度の高い形になるように計

画および交渉条件が進められることを求める。 

○居住地整備計画モデルで取扱っている各計画変数は整

合性が取れていなければならない。 

これらを考慮して居住地整備計画モデルを以下のように

定式化した。 

判別関数の定式化 

 

効用関数の定式化 

 

居住地整備計画モデルの定式化 
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４．居住地整備計画モデルによる実証的検討 

 

定式化した判別関数、効用関数、居住地整備計画モデ

ル及びアンケート調査によるパラメータ推定結果にもと

づき、地方中核都市である滋賀県大津市において実証的

検討を行っている。本研究では定量的に扱うことのでき

る延べ床面積、緑地・公園率、道路率等を計画変数とし

て採用した。実証的分析を行うにあたって、居住希望者

による組合形成を考慮に入れた居住地整備事業を行うこ

とでどのような効果があるかを把握する必要がある。そ

こで本研究においては居住希望者による組合形成を行っ

た場合と行っていない場合に分けてモデル分析を行って

いる。 

本研究では、事業採算性が確保された上で、居住世帯

の効用を最大にすることを念頭に置きモデル分析を行っ

ている。その中で特に居住地再開発と新規居住地開発と

の一体的整備を考慮に入れると同時に、居住希望者によ

る組合形成を通した居住地整備を行い、居住世帯のニー

ズに対するより多くの受け皿の提供、人口定住化という

観点から、本研究の中で構築した効用関数による居住環

境評価の値および居住地移転行動における再開発地区内

残留世帯数・地域内移転世帯数の変化に注目し、考察を

加えている。このような考え方にもとづいて配分を行い、

最適な開発施策を導き出した。（ 紙面の関係上、配分結

果については講演発表時に示す事とし、ここでは掲載を

省略する。） 

 

５．おわりに 

 

本研究では、定住性を高められるような居住地の整備

を推進するために、再開発事業および新規開発事業を一

体的に捉えた上で、居住希望者による組合形成を考慮に

入れた居住地整備事業を行うことを目指した居住地整備

構想作成に焦点を当てている。したがって居住希望者が

より満足することを目指した居住地整備計画モデルを構

築しモデル分析を行った。その中で各居住世帯における

居住環境に関する意識分析、居住地選択に関する意識分

析、行動分析を行った上で、居住地整備構想作成に実用

的な理論モデルの構築を行うことができたと考える。本

論文は総合的な視点からの都市地域の一体的な整備を目

指し、計画策定における総合評価を自治体・居住者・施

工業者ともに「損」をしないことを考慮しつつ、居住者

に対して「高品質」「適正価格」での住宅供給ができる

ような居住地整備構想の作成、さらに厳しさを増す行財

政において効率よく有効的な投資となる居住地整備構想

の作成を目指した。 

今後の課題として、以下に示すような点が挙げられる。

本研究では再開発事業と新規開発事業の一体的な整備を

考慮に入れており、地方中核都市において検討を行った

が、広域連合組織の活用や今後の市町村合併、危機的な

行財政の改革などの時代潮流を考慮し、都市圏域などの

広域的な枠組みとしての居住地整備を検討していくこと

は課題といえる。また地方都市の都心地区においては、

居住環境問題のみならず、商業の衰退や都市交通問題と

いった多くの問題を抱えていることから、居住し暮らす

ことによって生まれる日常の消費行動や様々商業施設、

業務施設等の立地問題など他の研究につながる形の計画

策定を行う必要があると考える。 
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